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計画の目標 主要施策 施策の検討項目
計画
部会

資料

目標Ⅰ
我が国の豊かな暮らし
を支える北海道

～食料安全保障、脱炭素
化、観光立国等を先導

１．食料安全保障を支える
農林水産業・食関連産業の持続的な発展

（１） 我が国を先導する農林水産業の生産力強化
（２） 国内外のマーケットに対応したバリューチェーンの構築
（３） 持続可能な農林水産業の展開
（４） 農林水産業の持続性を支える農山漁村の振興

第６回 資料３

２．地球温暖化対策を先導する
活力ある脱炭素社会の実現

（１） 北海道の地域特性を活かした持続可能な脱炭素社会の形成
（２） エネルギー基地の形成
（３） 北海道のCO2吸収力の発揮

第６回 資料４

３．世界トップクラスの観光地の形成 （１） 世界市場に向けた新たな観光コンテンツの創出と観光の生産性向上
（２） 多様な旅行者の受入環境の整備と地方部への年間を通じた誘客の実現
（３） 持続可能な観光地域づくりによる自然環境・文化の保全と観光の両立

第６回 資料５

４．地域の強みを活かした産業の育成 （１） 再生可能エネルギーを活かした産業振興
（２） 地理的・気候的な優位性を活かした産業振興 第６回 資料６

５．豊かな自然と共生する持続可能な社会の形成 （１） 北海道の特性を活かした自然共生社会の形成
（２） 資源を最大限に利活用する循環型社会の形成 第６回 資料７

６．北方領土隣接地域等の振興 （１） 北方領土隣接地域の安定振興
（２） 国境周辺地域・離島地域の振興 第６回 資料８

７．アイヌ文化の振興等 （１） アイヌ文化の振興等の推進
第６回 資料９

目標Ⅱ
北海道の価値を生み出
す北海道型地域構造

～生産空間の維持・発展
と強靱な国土づくり

１．デジタルの活用による生産空間の維持・発展 （１） 必要なサービスをデジタル技術で享受できる社会の形成
（２） 広大な北海道に適したデジタル情報基盤の整備 第５回 資料５

２．多様で豊かな地域社会の形成 （１） 人への投資と多様な人材・主体による協働・共創の展開
（２） 多様な暮らし方・働き方の実現
（３） 生産空間の暮らしを支える中心市街地の形成と賑わいの場の創出

第５回 資料６

３．北海道型地域構造を支え、世界を見据えた
人流・物流ネットワークの形成

（１） 広域分散型社会を支える交通ネットワークの形成
（２） 産業を支える物流基盤の整備と物流システムの維持・効率化
（３） 安全・安心な移動環境の確保
（４） 札幌における交通結節機能と都市機能の強化

第５回 資料７

４．生産空間を守り安全・安心に住み続けられる
強靱な国土づくり

（１） 気候変動に伴い激甚化する水災害に対する北海道の地域特性を踏まえた流域治水の
本格的実践

（２） 日本海溝・千島海溝型地震等の大規模災害に対する生産・社会基盤の強靱化
（３） 冬期災害や複合的災害に対する防災力の強化
（４） デジタルを活用したインフラの維持管理及び技術開発の推進
（５） 災害時におけるライフライン機能確保のための施設の耐災害性強化、多重化・分散化
（６） 国家的規模の災害時におけるリスク分散

第５回 資料８

全体構成



施策の検討項目

（１） 気候変動に伴い激甚化する水災害に対する北海道の
地域特性を踏まえた流域治水の本格的実践 ・・ ３

（２） 日本海溝・千島海溝型地震等の大規模災害に
対する生産・社会基盤の強靱化 ・・ ６

（３） 冬期災害や複合的災害に対する防災力の強化 ・・・・・・・ ９

（４） デジタルを活用したインフラの維持管理及び
技術開発の推進 ・・・ 11

（５） 災害時におけるライフライン機能確保のための
施設の耐災害性強化、多重化・分散化 ・・・ 14

（６） 国家的規模の災害時におけるリスク分散 ・・・・・・・・・・・・ 16

2



3

（１） 気候変動に伴い激甚化する水災害に対する北海道の地域特性を踏まえた流域治水の本格的実践①

• 北海道は全国の他地域に比べ気候変動の影響による将来の降雨量の増加倍率が大きいと予測されており、水災害の激甚
化・頻発化が懸念されている。

• このため、気候変動の影響をあらかじめ治水計画に反映する等、気候変動のスピードに対応した抜本的な水害対策を推進す
るとともに、湿地や農地等が多い北海道の地域特性を踏まえ、国、流域自治体、企業・住民等、流域に関わるあらゆる関係者
が協働して取り組む「流域治水」を推進する。

• 一方、気候変動による無降水日数の増加や降雪量の減少が予測されており、渇水の頻発化、長期化、深刻化が懸念されて
いることから、異常な少雨等が発生した場合でも渇水による深刻な被害に至らないよう、あらかじめハード・ソフト対策を組み
合わせた取組を推進する。

• 平成28年８月、北海道に４つの台風が上陸又は接近し記録的な豪雨による甚大な被害を及ぼすなど、近年、激甚な水災害が頻発。また、近年、
短時間に強い降雨の発生頻度が増加。

• 北海道は全国の他地域に比べ気候変動の影響による将来の降雨量の増加倍率が大きいと予測されており、水災害の激甚化・頻発化が懸念。
これまでの治水計画は過去の降雨等に基づき作成されてきたが、気候変動の影響による降雨量の増大等により、現在の計画に基づく整備が
完了しても必要な安全度が確保できないおそれ。

• 気候変動により、無降水日数の増加や降雪量の減少が予測され、渇水の増加が懸念。
• 融雪水の利用地域では、融雪期の最大流量が減少するとともに、そのピーク時期が早まり、需要期に河川流量が減少するおそれ。

現状と課題

• 直轄13水系を始め、道内の河川において、気候変動を踏まえた治水計画の見直し等を推進。
• 流域治水の考え方に基づき、堤防、遊水地、ダム、雨水貯留浸透施設等の整備や保水機能を有する自然地の保全等の治水対策を推進。
• 土砂災害や流木被害を防止・軽減する砂防堰堤や治山施設等の整備を推進。
• 高潮・高波等に対する安全度の向上を図るための海岸保全施設や港湾施設の整備を推進。

• これらに加え、水害リスクマップ、ハザードマップ、水害対応タイムライン、渇水対応タイムライン等の作成・活用やあらゆる関係者との協働体制
の構築等のソフト対策を推進し、ハード・ソフト一体となった事前防災対策を推進。

施策の検討項目
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（１） 気候変動に伴い激甚化する水災害に対する北海道の地域特性を踏まえた流域治水の本格的実践②

現状と課題

出典：文部科学省、気象庁、環境省「気候変動の観測・予測及び影響評価統合
レポート『日本の気候変動とその影響』（2012年度版）」（2013年３月）

高排出シナリオ（RCP8.5）を使用した将来
（21世紀末）予測では、無降水日が札幌で
15.4日、釧路で8.9日増加。

出典：環境省・文部科学省・農林水産省・国土交通省・気象庁
「気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート」（2018）

無降水日数の変化の将来予測 温暖化後の河川流出量の状況（想定）

降雪量の変化の将来予測

※棒グラフ
現在気候と将来気候の降雪量の差

※縦棒
左：現在気候（1980～1999 年）の年々変動の幅
右：将来気候（2076～2095 年）の年々変動の幅

（RCP8.5 シナリオによる予測結果に基づく）

高排出シナリオ（RCP8.5）を使用した将来予測
（21世紀末）では、降雪量が北日本日本海側で
172.2㎝、北日本太平洋側で138.5㎝減少。

出典：気象庁「地球温暖化予測情報 第９巻」（2017）

融雪水の利用地域では、融雪期の最大流量が
減少するとともに、そのピーク時期が早ま
り、需要期に河川流量が不足。

地域区分毎の降雨量変化倍率道内アメダス100地点当たりの時間30mm以上の降雨発生回数
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出典：（一財）日本気象協会北海道支社資料から北海道開発局作成

北海道は、全国の他の地域と比べて気候変動の
影響が大きく、世界の平均気温が２℃上昇した
場合の降雨量が1.15倍、４℃上昇した場合は
1.4倍になると試算され、将来における降雨量
の変化倍率が大きくなる傾向。

北海道において、短時間に強い降雨の発生頻度が約1.8倍に増加
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（１） 気候変動に伴い激甚化する水災害に対する北海道の地域特性を踏まえた流域治水の本格的実践③

• 湿地や農地等が多い北海道の地域特性を踏まえ、流域全体で取り組む「流域治水」の考え方に基づき、堤防、遊水地、ダム、
砂防施設等の河川整備等に加え、海岸保全施設整備、森林整備・治山対策、雨水貯留浸透施設整備、利水ダムの事前放流
等、ハード・ソフト一体となった事前防災対策を推進する。

• 気候変動等に伴う水害・土砂災害等の激甚化・頻発化に備えるため、これまでの河川管理者等による対策だけではなく、流域全体を俯瞰し、
国や流域自治体、企業・住民等、流域に関わるあらゆる関係者が流域全体で取り組む｢流域治水｣を推進。

高潮等による浸水被害を
防止する防波堤や人工

リーフの整備

根幹的な治水対策として遊水地を整備

北村遊水地

土砂流出を抑制し山地
災害を防ぐ治山ダムの

整備

洪水被害軽減等に向けた
既設ダムの再生
（堤体嵩上げ等）

流域治水の推進

農地への搬入状況

河道掘削土を活用した公共施設整備箇所や農地の嵩上げ

貯留機能を有する旧川の保全 田んぼの貯留機能を活用した流出抑制対策

国・北海道・自治体が連
携した各種タイムライン

の普及促進

嵩上整備を行い複合型公共施設
を整備

第１回北海道地方における
気候変動を踏まえた治水

対策技術検討会

【気候変動適応型の水災害対策への転換を推進】
• 平成28年８月の北海道大雨激甚災害を契機として、

北海道開発局は、北海道や有識者と協働して気候
変動に伴うリスク評価を検討。

• 令和２年５月には、気候予測アンサンブルデータと
いった最新の科学的知見により、気候変動による降
雨量、河川流量、浸水頻度等
のリスク評価や適応策の検
討を行い、中間とりまとめを
公表。

• 上記の検討結果等も活用し
て、令和３年12月に、常呂川
水系河川整備計画を変更。
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（２） 日本海溝・千島海溝型地震等の大規模災害に対する生産・社会基盤の強靱化①

• 切迫する日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震では、北海道において甚大な被害が想定されており、巨大地震への備えは喫
緊の課題である。さらに北海道には一定の周期で噴火を繰り返している活動的な火山が複数分布しており、噴火が起きれ
ば、人命や地域経済に甚大な被害が生じるリスクが潜在している。

• このため、各種インフラ施設等の耐災害性強化や代替性を確保する高規格道路整備等のハード対策を推進するとともに、地
域防災力の充実・強化に向けた防災教育・防災訓練や関係機関の連携体制強化等を推進する。

• 被災後の迅速・適切な復興のため、平時から被災した場合を想定し、復興に資するソフト対策の事前準備や、事前に復興まち
づくりを実現し、災害に強いまちにしておく「事前復興」の取組を推進する。

推計項目
（被害が最大となるケース）

日本海溝地震 千島海溝地震

死者数
（冬・深夜）

約 １９９，０００人

（約 １３７，０００人）

約 １００，０００人

（約 ８５，０００人）

低体温症
要対処者数

（冬・深夜）

約 ４２，０００人

（約 １９，０００人）

約 ２２，０００人

（約 １４，７００人）

全壊棟数
（冬・夕方）

約 ２２０，０００棟

（約 １１９，０００棟）

約 ８４，０００棟

（約 ５７，０００棟）

経済的被害額
（冬・夕方）

約３１兆円 約１７兆円

被害が最大となるケースにおける推計値

• 日本海溝・千島海溝地震対策特別措置法（※）の改正を
踏まえ、津波避難対策特別強化地域に指定された自治
体に対し、北海道、関係省庁、関係機関と連携した支援
の実施や、積雪寒冷を考慮した津波避難施設や避難経
路等の整備を推進。

※日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法
（平成16年法律第27号）

• 道路・海上ネットワークの強化、河川管理施設、道路施
設、空港施設、港湾・漁港施設、農業水利施設等の各種
インフラ施設や公営住宅、一般廃棄物処理施設等の耐災
害性強化、海岸防災林整備、無電柱化等の対策を推進。

• 被災後の迅速・適切な復興を平時から検討し、事前に復
興まちづくりを実現しておく「事前復興」の取組を推進。

• 防災教育・防災訓練、関係機関の連携・情報発信体制、
広報活動等の充実・強化や、道の駅の防災機能強化を
支援する取組、避難行動要支援者の避難支援、災害発
生時における被災地支援等の取組を推進。

• 代替性確保のための高規格道路整備、復旧・復興を迅
速に行うための道路、港湾、航路、空港等の総合的な啓
開に関する具体的な行動計画、港湾ＢＣＰの活用等の
取組を推進。

• 火山噴火対策として、砂防施設、治山施設等の計画的
な整備を推進するとともに、関係機関の連携による情報
伝達及び警戒避難体制の強化等のソフト対策を推進。

• 日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震が切迫しており、北海道においては、日本海溝地震で
死者約13万７千人、千島海溝地震で死者約８万５千人に上るなど、甚大な被害が想定。

• 発災時の被害の最小化や早期の復旧・復興等のためには、交通ネットワークの機能確保が
必要であるが、高規格道路のミッシングリンクや暫定二車線区間等の存在に加え、特に周
りを海に囲まれた北海道では災害時の広域的な輸送活動等が十分に行えない懸念。

• 被災後の迅速・適切な復興のために、仮に被災した場合に地域をどうしていくか平時から検
討しておく復興事前準備の取組を進めていくことが必要。

• 平成30年９月に発生した北海道胆振東部地震は北海道で初めて最大震度７を観測し、各地
に甚大な被害が発生。また、大規模噴火を起こしている火山が多数分布。

• 他県と陸続きではない北海道では、大規模災害時において、海上による緊急輸送活動のた
めの早期の航路啓開を始め、道路・港湾・空港等が連携した総合的な啓開を行う必要。

施策の検討項目現状と課題

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震による被害想定と津波避難対策特別強化地域

※括弧内は北海道分

出典：内閣府「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討
ワーキンググループ」資料から北海道局作成

津波避難対策特別強化地域※

※津波が発生した場合
に特に著しい津波災
害が生じるおそれが
あり、津波避難対策
を特別に強化すべき
地域。北海道では39
市町が指定。

出典：内閣府「地震防災対策推進地域・津波避難対策特別強化地域」



津波避難タワーの整備事例
（積雪寒冷を考慮した防寒機能付）

積雪寒冷を考慮した
避難路等の整備事例
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（２） 日本海溝・千島海溝型地震等の大規模災害に対する生産・社会基盤の強靱化②

• 切迫する日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震・津波等の大規模災害に対応するため、津波避難対策特別強化地域に指定さ
れた自治体の津波避難対策緊急事業計画の策定等の避難対策が円滑に進むよう、関係機関と連携して自治体を支援する。
また、津波避難施設や避難経路等を整備するとともに、道路・海上ネットワークの強靱化、各種インフラ施設の整備や耐災害
性強化を推進する。

• 火山噴火対策として、砂防施設等の計画的な整備を推進するとともに、関係機関の連携による情報伝達及び警戒避難体制の
強化等のソフト対策を推進する。

水平力分担構造設置

橋脚コンクリート巻立

• 地震後、橋としての機能を速やかに回復で
き、支援ルートや避難ルートとして活用でき
るように耐震化を推進。

• 冬期においても地震津波が発生
した際に安全で確実な避難を可
能とするため、積雪寒冷に配慮し
た構造の避難施設や避難路等の
整備を推進。

• 津波等から背後地
の生活環境を守る
海岸防災林の整備
を推進。

津波浸水

津波浸水を回避

国道38号
国道44号

釧路外環状道路、
北海道横断自動車道

（本別～釧路）

国道38号､44号付近の津波浸水を回避し、災害
時における迅速な避難及び救援活動が可能。

出典：内閣府資料

• 津波避難対策特別強化地域に指定された自治体の津波避難対策を
円滑に進めるため、「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震津波対策
推進会議」を設置し、国、北海道、関係機関が連携して、必要な支援
を実施。

砂防施設の整備

• 大規模地震発災直後から、海
上ネットワークを維持し、緊急
物資等の輸送や、経済活動を
確保するため、耐震性を強化
した係留施設の整備を推進。

• 火山噴火の発生に
備え、火山泥流によ
る被害を防止・軽減
する砂防堰堤等の
整備を推進。

橋梁の耐震化の整備事例

耐震強化岸壁の整備事例

海岸防災林の整備事例

砂防堰堤の整備事例

高
規
格
道
路

供用中

事業中

調査中

一
般
広
域
道
路

供用中

事業中

調査中

主な空港

主な港湾

• 災害時におけるネットワーク確保や耐災害性の強
化のため、「防災・減災、国土強靱化に向けた道路
の５か年対策プログラム」等に基づき、防災震災対
策や高規格道路のミッシングリンク解消を推進。

新たな広域道路ネットワーク図（北海道ブロック版）

※ R4.4.1時点

一般廃棄物処理施設の整備

一般廃棄物処理施設の例
（函館市 現日乃出清掃工場）

写真提供：函館市
※ 本計画図は、具体的な路線のルート、位置等を規定するものではありません。

• 老朽化及び対策不足により、
災害時のリスクが懸念され
る施設の更新・改良に併せ、
耐震化、浸水対策等を推進。

インフラ施設の耐災害性強化 海岸防災林の整備津波避難対策緊急事業計画策定等への支援

道路・海上ネットワークの強靱化
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（２） 日本海溝・千島海溝型地震等の大規模災害に対する生産・社会基盤の強靱化③

• 道の駅の防災拠点化を支援し、地域の一時避難所や
救援活動の拠点、緊急物資等の基地等として活用。

避難者用毛布の提供 非常用発電設備の配置

児童生徒等に対する出前講座の
実施事例

防災対応力向上の取組事前復興の取組

• 津波避難行動を個々人
へ定着させることを目
的とした定期的な避難
訓練の実施。

出典：復興まちづくりイメージトレーニングの手引き

• 防災対応能力の向上を図
ることを目的とする首長
等を対象とした意見交換
会の実施。

• 復興まちづくりを早期かつ的確に行うため、「防災・
減災対策」と並行して、平時から災害が発生した際
のことを想定し、どのような被害が発生しても対応
できるよう、復興に資するソフト的対策を事前に準
備しておく復興事前準備の取組を促進。

首長等を対象とした意見交換会の
実施事例

• 防災知識の普及を図る
ことを目的とした児童
生徒等に対する出前講
座の実施。

道路高架区間を避難場所として
活用した避難訓練事例

• 報道機関等と連携した
情報発信体制の強化。

報道機関と連携した災害情報の発信
（北海道地方メディア連携協議会）

道路啓開計画の策定、訓練の実施

• 令和２年３月に策定した北海道太平洋側地域に
おける道路啓開計画を踏まえ、タイムラインを検
討し防災訓練を実施。

緊急啓開ルートのイメージ

• ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対
策派遣隊：リエゾンを含む）の派
遣等により、被害拡大の防止、被
災自治体管理施設の被災状況の調
査、被災地の早期復旧等に対する
技術的な支援を実施。

給水機能付き散水車による給水支援
（令和元年台風19号・宮城県丸森町）

被災状況の調査
（令和２年７月豪雨・熊本県芦北町）

• 被災後の迅速・適切な復興を平時から検討し、事前に復興まちづくりを実現しておく「事前復興」の取組を推進するとともに、道
路啓開計画の確実な実行に向けた取組や関係機関と連携した防災教育・防災訓練等の防災対応力向上の取組を推進する。



• 計画的・予防的な通行規制・集中除雪、持続可能な除排雪等の冬期交通の確保及び車両滞留時の救助・避難等のための連携・協力体制の構
築、関係機関と連携した情報発信、道の駅の防災機能強化を支援する取組、積雪寒冷地特有の課題を踏まえた防災教育・防災訓練等を強化。

• 代替性の確保や冬期を含めた確実性・速達性等の確保のための高規格道路整備、冬期の安全・安心を確保するための防雪対策、積雪寒冷地
特有の課題に配慮した避難場所、避難経路等の整備を推進。 9

（３） 冬期災害や複合的災害に対する防災力の強化①

• 近年、人命に関わるような暴風雪や大雪等の北海道特有の冬期災害が激甚化しており、広域分散の地域構造で道路網密度の低
い北海道では、通行止めにより大幅な迂回を余儀なくされる等の社会的影響が懸念される。また、冬期に大規模災害が発生した場
合、低温、積雪等により避難、応急復旧活動等が困難となるおそれがある。

• このため、冬期災害による社会的影響の最小化に向けた対策や冬期に大規模災害が発生した場合の備えが不可欠であることか
ら、計画的・予防的な通行規制・集中除雪等の冬期交通の確保及び車両滞留時の救助・避難等のための連携・協力体制を強化す
るとともに、代替性等を確保する高規格道路整備や防雪対策、積雪寒冷地特有の課題に配慮した避難経路等の整備を推進する。

• 冬期における人命に関わるような暴風雪・大雪、猛吹雪の発生により、道路の立ち往生や通行止め等の人流・物流への影響等、社会的に大き
な影響が発生するとともに、冬期に大規模災害が発生した場合には、低温、積雪、風雪、流氷等により避難行動や応急復旧活動等が困難とな
るおそれ。

• 広域分散の地域構造で道路網密度の低い北海道では道路の通行止め発生時に大幅な迂回を余儀なくされるなどの社会的影響が大きいため、
冬期道路交通の信頼性確保が不可欠。

10年に一度の大雪（日降雪量）

青い領域で降雪が増加する

冬季（11月〜3月）の総降雪量

※高排出シナリオ（RCP8.5）を使用した
将来（21世紀末）の予測の研究事例
(H.kawase et al.(2016))

出典：環境省・文部科学省・農林水産省・国土交通省・気象庁
「気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート」（2018）

降雪量の将来予測

施策の検討項目

現状と課題

通行止め時間内訳
（北海道／北海道外）

通行止め時間内訳(北海道)

約４割
雪害

約６割

北海道
25,728

55%

北海道外
21,205

45%

豪雪・雪崩・
地吹雪・路面凍結

10,171
39%

豪雨
14,149

55%

波浪
1,240

5%

その他
167
1%

※単位：時間
※期間：H28～R2年

直轄国道における通行止め時間内訳

全国の直轄国道の通
行止め時間のうち、
約６割が北海道で発
生した通行止め。そ
のうち４割が雪害。

北海道の内陸部では、10年
に一度の大雪のような災害
を起こしかねない極端な降
雪が将来、増大すると予測。



・北海道開発局
・北海道運輸局
・札幌管区気象台
・東日本高速道路(株)
北海道支社
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（３） 冬期災害や複合的災害に対する防災力の強化②

• 災害時におけるネットワーク確保や耐災害性の強化
のため、「防災・減災、国土強靱化に向けた道路の
５か年対策プログラム」等に基づき、防災震災対策
や高規格道路のミッシングリンク解消を推進。

• 冬期の安全・安心を確保するため、防雪柵、防雪林、
視線誘導標等の防雪対策を推進。

• 計画的・予防的な通行規制・集中除雪、持続可能な除排雪、関係機関と連携した情報発信等を強化するとともに、災害時にお
ける代替性の確保や冬期を含めた確実性・速達性等の確保のための高規格道路整備、防雪対策等を推進する。

情報発信の強化

代替性確保のための高規格道路整備計画的・予防的な通行規制・集中除雪、持続可能な除排雪の取組

防雪柵の整備 防雪林帯等の整備

• 暴風雪等に関する道路情報を関係機関との連携やSNS、ラジオ放送、メール
配信等を活用して情報提供する取組を推進。

防雪対策の推進

SNS(Twitter)による情報提供 メール配信サービス関係機関と連携した情報発信

• 大雪時に急な登り坂で大型車等が立ち往生
しやすい区間を予防的通行規制区間として
設定。関係機関と連携して、タイムライン
に沿った行動による予防的な通行止めを躊
躇なく行い、大規模な車両滞留を回避し、
集中除雪による早期解放を行う。

26区間を予防的通行規制区間

防雪柵の整備事例 防雪柵、防雪林の整備事例

倶知安余市道路

L=39.1km

余市IC
仁木IC（仮称）

仁木南IC
（仮称）

共和IC
（仮称）

倶知安IC
（仮称）

R6年度開通予定

稲穂峠

倶知安峠

並行する国道５号稲穂峠で
発生した立ち往生車両

• 札幌市新川融雪槽では、下
水道処理施設に下水熱を活
用した融雪槽を増設（令和
４年２月供用開始）。令和
３年度の大雪では、ダンプ
トラック38,000台分の雪
（約53万m3）を受入れ。

融雪槽への投雪状況



19.0%

25.4%

38.6%
43.4%

22.7%

32.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

2010年 2020年 2010年 2020年 2010年 2020年

全産業 第1次産業 建設業

• 各種インフラ施設に応じた点検及び計画的・効率的な維持管理・更新を推進。
• 点検等の省人化・効率化、判断支援のため、IoT、ロボット、AI等の新技術導入や技術研究開発・普及、工事への実装に向けた取組を推進するとと

もに、人材育成や技術支援を推進。
• 積雪寒冷地におけるインフラ分野のDXの活用、調査・測量、設計、施工、検査及び維持管理・更新のあらゆるプロセスにおけるi-Constructionを推進。
• 気候変動による降雨の激甚化・頻発化に対する道路管理や情報発信体制の構築に向けた技術開発を推進。
• 産学官民のプラットフォーム「i-Snow」により、除雪機械の自動化や吹雪時の車両運転支援等の技術開発を推進。 11

（４） デジタルを活用したインフラの維持管理及び技術開発の推進①

• 高度成長期から集中的に整備されてきたインフラの老朽化が急速に進展することが懸念されるが、人口減少や建設業就業者の高
齢化、将来の担い手不足により、インフラ維持管理等の対応に支障が生じるおそれがある。

• このため、事後保全から予防保全への本格転換を図り、新技術の活用等による戦略的なインフラ老朽化対策を推進する。

• 積雪寒冷地である北海道特有の気象や構造物特性等を踏まえたインフラ分野のDXや建設現場での効率化・省力化に向けたICT
の全面的な活用等のi-Constructionを推進するとともに、人材育成や技術支援を推進する。

• 高度成長期から集中的に整備されてきたインフラの老朽化が急速に進展。特に北海道では、積雪寒冷地特有の気象や構造物特性を踏まえたイン
フラ維持管理が必要であるが、建設業就業者の高齢化、将来の担い手不足により、インフラ維持管理等の対応に支障が生じるおそれ。

• 人口減少や高齢化が進む中にあっても、社会資本の整備や社会の安全・安心確保といった建設業の役割を果たすため、生産性向上や将来にわ
たる担い手確保が不可欠であり、デジタル技術の活用による作業効率化、労働環境の安全性向上が求められている。

50年未満

2,138橋

50%

50年以上

2,146橋

50%

50年未満

3,024橋

71%

50年以上

1,260橋

29%

2019年

2029年

北海道開発局管理の
架設年数別の橋梁箇所数

（計4,284橋）

道内産業別60歳以上就業者率の推移（第１次産業と建設業）

出典：総務省「国勢調査」から北海道局作成

道内産業別就業者のうち第１次産業と建設業の60歳以上
構成比をみると、全産業平均を上回って推移。

（全産業平均）

施策の検討項目

現状と課題

建設後50年を経過している橋梁（北海道開発局管理）が29％で
今後10年で50％と急激に増加

橋梁の老朽化の状況

架設年次別の橋梁箇所数分布（北海道開発局管理）
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（４） デジタルを活用したインフラの維持管理及び技術開発の推進②

• 漁港施設の水中点検を目視か
ら水中ドローンにて実施するこ
とで現地作業を効率化。

• 点検等の省人化・効率化、判断支援につながるIoT、ロボット、AI等の新技術導入や技術研究開発・普及、工事への実装、現場
の生産性・安全性の向上に向けた取組等を推進するとともに、人材育成や技術支援を推進する。

インフラ管理のイノベーションを進める連携協定の締結

デジタル技術を活用した河川管理の高度化・効率化

点検の省人化・効率化

【AI/Eye Riverワーキング】
• AIによる画像解析技術を活用し、樋門や堤防等の構造物の点検・

評価や、巡視及び河川空間管理等の自動化により、河川管理の更
なる高度化・効率化を図る技術の実運用化に向けた取組を実施。

• 北大情報科学研究院と北海道
開発局が、北海道特有の課題
に対応するため、DXの推進や
先端AI研究に取り組む情報科
学とインフラ管理の連携協定を
締結。

• 道路標識など、万が一倒壊する
と大きな被害をもたらす道路附
属物の点検にAIやドローンを導
入し、点検の効率化や遠隔点
検を可能にする研究を推進。

北大情報科学研究院と北海道開発局が
連携協定を締結（令和４年６月）

監督測量船

水中ドローン

水中ドローン
からの撮影画像

画像計測技術による覆工撮影

覆工展開画像から
損傷図を作成

• トンネル覆工部を撮影し展開画像
を使用することで、人力の点検調
書作成に係る現地作業を省略化。

トンネル点検の効率化事例 漁港施設の水中点検の効率化事例

AI/Eye Riverワーキングのイメージ

【除草自動化ワーキング（SMART-Grass）】
• インフラメンテナンスにかかる作業の省人化、効率化、費用の縮減

の一環として、堤防除草の生産性向上のため、ICT（情報通信技術）
を活用した除草作業の自動化の取組を推進。

SMART-Grassのイメージ

※SMART-Grass ～Self-Moving And Remote-sensing Technique for Grass-cutting～

AI技術を活用し、車載カメラで撮影した
映像から堤防天端舗装の亀裂を検出

し、損傷レベルの確認を実施。
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（４） デジタルを活用したインフラの維持管理及び技術開発の推進③

人材育成・技術支援

i-Constructionの推進

• 異常気象等に伴う冬期災害や通行止めの頻発、除雪機械の熟練オペレータの
減少等、除雪を取り巻く課題の解決に向けて、生産性・安全性の向上に資する
除雪現場の省力化を進めるため、産学官民が連携したプラットフォーム「i-Snow」
による取組を推進。

除雪現場の省力化による生産性・安全性の向上

アンテナ

※GNSS：衛星測位システムの総称

• ＧＮＳＳを活用しブルドー
ザの走行経路を分散さ
せることで、北海道特有
の軟弱地盤が分布する
農地の泥濘化や不陸を
防止し効率的な整地を
実施。

ＧＮＳＳを活用した整地工の状況

施工履歴

アンテナ

• 施工履歴を用いたＩＣＴ
施工による出来型管理
を活用することで、積雪
期の出来型管理に必要
であった除雪作業が不
要となり、省力化、工期
短縮に寄与。

施工履歴を用いたＩＣＴ施工

• 積雪寒冷地特有の損傷・劣化等に対する技術を中心に、
シンポジウム等を通じた土木技術の普及促進や現場で
の諸問題に対する技術支援を推進する。

シンポジウム等による技術の普及 自治体への技術支援状況

「i-Snow」の概要

技術研究開発

• 北海道における積雪寒冷の厳しい気象条件、土
壌条件等を克服するため、国、国立研究開発法人、
大学、民間等の連携を強化しつつ、積雪寒冷地に
対応した技術開発・研究開発に中長期的な観点
から取り組む。北海道の特性を活かした先進的・
実験的取組を積極的に推進し、積雪寒冷技術研
究のフロンティア、先駆的フィールドとしての役割
を高める。

非破壊試験（表面走査法）
による凍害点検



※令和３年度末時点
※無電柱化推進計画（令和３年５月策定）は着手予定を含む

スピードアップが必要

S61～H2
第一期計画

H3～H6
第二期計画

H7～H10
第三期計画

H11～H15
第四期計画

H16～H20
第五期計画

H21～H29
無電柱化に係る
ガイドライン

H30～R2
無電柱化
推進計画

（H30.4策定）
重要インフラ
緊急点検

R3～R7
無電柱化
推進計画

（R3.5策定）

（km）

• 地域マイクログリッド等の非常時のエネルギー供給の確保につながる分散型エネルギーシステム構築を含むライフラインの多重化・分散化を
促進。

• 災害時に電気、ガス、上下水道、通信施設の機能を維持するため、施設の耐震化や無電柱化、変電所設備・配電設備の浸水対策等の耐災害
性強化の取組を推進。
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（５） 災害時におけるライフライン機能確保のための施設の耐災害性強化、多重化・分散化①

• 災害時におけるライフラインの機能確保は、迅速かつ適切な応急対策活動や被災者の生活の維持にとって極めて重要となる。

• このため、分散型エネルギーシステム構築を含むライフラインの多重化・分散化を促進するとともに、ライフライン施設の耐災害
性強化の取組を推進する。

• 発災時の速やかな復旧・復興や被災者の生活維持に重要となるライフラインの機能確保が必要であるが、災害時に電力等のライフライン寸断
等のおそれ。

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震による被害想定（北海道分・ライフライン）

施策の検討項目

＜上水道＞

＜電力＞ （冬・夕）

出典：内閣府「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震対策検討ワーキンググループ」（令和３年12月21日）から北海道局作成

※今回の被害想定はマクロの被害を把握する目的で実施しており、道県別の数値はある
程度幅をもって見る必要がある。また、四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

（人）

（軒）

現状と課題

被災直後 被災1日後 被災１週間後 被災１ヶ月後
日本海溝モデル 約15,000 約13,000 約4,600 約400
千島海溝モデル 約302,000 約288,000 約196,000 約36,000

給水人口

約5,190,000

断水人口

＜下水道＞

被災直後 被災1日後 被災１週間後 被災１ヶ月後
日本海溝モデル 約1,140,000 約1,140,000 約945,000 約142,000
千島海溝モデル 約530,000 約530,000 約389,000 約34,000 

処理人口

約4,880,000

支障人口

被災直後 被災1日後 被災１週間後 被災１ヶ月後
日本海溝モデル 約107,000 約107,000 約107,000 約107,000
千島海溝モデル 約54,000 約54,000 約53,000 約53,000

電灯軒数

約2,970,000

停電軒数

（人）

被害の概要 復旧状況
電力（停電） 最大295万戸 45時間程度

都市ガス 被害なし ―

水道（断水） 最大68,249戸
概ね3日でほぼ復旧

約１ヶ月後に全地域の断水解消

北海道胆振東部地震でのライフライン被害発生状況

出典：内閣府「平成30年北海道胆振東部地震に係る被害状況等について（平成31年１月28日15:00現在）」から北海道局作成

・ 北海道胆振東部地震では、最大約295万戸
が停電、ブラックアウトから概ね全域に供給
できるまで45時間程度を要した。

・ 水道管破裂の影響等により道内44市町村
において最大約６万８千戸の断水が発生。
概ね３日でほぼ復旧したが、全地域の断水
解消までには約１か月の期間を要した。

無電柱化整備状況（北海道）
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（５） 災害時におけるライフライン機能確保のための施設の耐災害性強化、多重化・分散化②

• 基幹的な水道施設の安全性の確
保や被災した場合でも速やかに
復旧できる体制の確保等に向け
て、老朽化した既存施設の更新、
耐災害性の強化等を促進。

• 分散型エネルギーシステム構築等を含むライフラインの多重化・分散化を促進するとともに、災害時に電気、ガス、上下水道、
通信施設の機能を維持するため、施設の耐震化や無電柱化等の耐災害性強化の取組を推進する。

下水道施設の耐災害性強化

無電柱化の推進

水道施設の整備

出典：釧路市資料出典：札幌市資料

• 大規模災害時に下水道施設の
機能を維持するための耐震化
を推進。

• 大規模災害発生時に、電柱倒壊による道路閉塞が伴わないよう、
防災性の向上を図るため、新工法を活用しつつ、無電柱化事業を
推進。

分散型エネルギーシステム構築

• 災害時のエネルギー供給の確保によるレジリエンスの向上等の
ため、地域マイクログリッドを構築及び導入しようとする民
間事業者等を支援。

【豊富町の取組例】

• 北海道豊富町では、温泉とともに産出される天然ガス等を活用した自立
循環型のまちづくりを目指し、温泉街の公共施設に停電時にも対応可
能な天然ガスコージェネレーションシステムを導入。

出典：総務省「分散型エネルギーインフラプロジェクトについて」（令和３年５月）

下水道施設の耐震化事例 水道施設の耐災害性強化事例

無電柱化の整備事例
（左：整備前、右：整備後）

【釧路市の取組例】

• 釧路市及び地元企業等がコンソーシアムを組み、自然災害等による大
規模停電時に、阿寒町内の事業実施エリアを送配電ネットワークから切
り離し、エリア内のバイオガス発電設備・太陽光発電設備などによって、
電力供給することを目指す。

出典：北海道電力ネットワーク㈱プレスリリース
「釧路市阿寒町地域マイクログリッド構築事業コンソーシアム協定書の締結について」

新工法の活用（トレンチャー掘削機）

令和３年度、国道５号赤松街道電線共同
溝工事において、全国の電線共同溝工事
として初めて施工導入。

• 北海道胆振東部地震(平成30年
９月６日)では、域内唯一の緊急
避難所として機能。

• 住民等に対して、トイレ・水道・電
気・フリーWi-Fiなどを提供すると
ともに、ネットラジオの館内放送
で防災情報も提供。

停電時の状況 停電時における掲示



• 災害時の緊急送電等、日本全体の電力の安定供給に向けて、道内の電力を道外へ移出するとともに、道外の電力を道内に移入す
る送電設備の増強を促進。

• 農地、農業水利施設、漁港施設や道路、港湾、空港、物流拠点等の耐災害性強化や北海道広域港湾ＢＣＰの活用等による食料生
産基盤・サプライチェーンの強靱化に向けた取組を推進。

• 大都市圏のバックアップ拠点機能の構築に向けて、航空便の冬期運航の安定化、空港アクセスの向上等の環境整備を推進し、企
業の本社機能や生産拠点、データセンター等の道内への誘致を促進。

• 国家的規模の災害時に北海道から被災地へ物的・人的支援を迅速に行うため、高規格道路ネットワーク等の充実・耐災害性強化の
取組を推進。 16

（６） 国家的規模の災害時におけるリスク分散①

• 災害が激甚化・頻発化するなかで、道内を含めて全国で国家的規模の災害が発生した場合においても、食やエネルギーを被
災地へ安定して供給する必要がある。また、諸機能が集中している首都圏等での大規模な災害が発生した場合、我が国全体
に影響が生じるおそれがあり、災害リスクの分散が求められる。

• このため、インフラ施設の耐災害性強化等による食料生産基盤・サプライチェーンの強靱化を図るとともに、道内の電力を道
外へ移出し、道外の電力を道内に移入する送電設備の増強を促進する。

• 国家的規模の災害に対するリスク分散に貢献するため、企業の本社機能や生産拠点等の道内への誘致を促進するととも
に、被災地への支援を迅速に行うために不可欠な高規格道路ネットワーク等の充実・耐災害性強化の取組を推進する。

• 災害が激甚化・頻発化するなかで、基幹産業の生産基盤や
物流面での脆弱性が解消されなければ、事業継続やサプラ
イチェーンの確保等に支障が生じるおそれ。

• 切迫する首都直下地震や南海トラフ地震等、諸機能が集中
している首都圏等での大規模な災害が発生した場合に、我
が国全体に影響が生じるおそれがあり、災害リスクの分散
が求められる。

・北海道への企業立地件数
のうち、生産拠点や本社機
能、IT開発拠点等、リスク分
散を目的とした立地が全体
の約１／４を占めている。

・企業の事業継続（BCP）の
ための拠点分散先として北
海道を選択。

北海道への企業立地件数

リスク分散を目的とした北海道への企業立地状況

62 73
84 87

104 106 100 102 94

62
87

16 18 22 23 26 27 20 26 27
17 20

0
20
40
60
80

100
120

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

企業立地件数 うちリスク分散
出典：北海道庁

施策の検討項目

現状と課題
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（６） 国家的規模の災害時におけるリスク分散②

• 大規模地震・津波発生時の緊急物資輸送機能及び物
流機能の早期回復を図るため、港湾における緊急物資
輸送訓練等の総合防災訓練、広域港湾ＢＣＰに基づ
く図上訓練、港湾ＢＣＰの改善を実施。

• 北海道広域港湾ＢＣＰの活用や送電設備の増強等による食やエネルギーの安定供給を図る取組を推進する。

• 企業の本社機能等の道内への誘致を促進するとともに、航空便の冬期運航の安定化等の取組を推進する。

企業の本社機能等の道内への誘致

新千歳空港の冬期安定運航に向けた取組港湾ＢＣＰの策定、訓練の実施

• 新千歳空港において冬期の安定運航を図るため、誘導路の複線化、滑走路
端近傍のデアイシングエプロンの整備を推進することにより、除雪作業の
効率化や航空機輻輳を防止し、滑走路閉鎖時間を短縮させ、航空機の遅延
や欠航の回避・軽減を図る。

送電設備の増強

出典：北海道電力ネットワーク(株)HP

• 北海道の安定供給
はもとより、災害
時の緊急送電など
日本全体における
安定供給に向け
て、北海道本州間
連系設備の新ルー
ト建設及び連携容
量の増設を推進。

北海道企業立地サポートサイト

出典：北海道HP

• 国内外企業の北海道への誘
致推進を目的とした、経済
団体、民間企業、分譲事業
主体、行政等で構成する北
海道企業誘致推進会議が平
成４年に発足。

• 北海道企業誘致推進会議が
「北海道企業立地サポート
サイト」を令和３年に開設
し、北海道の多様な立地優
位性等を効果的に発信し、
北海道への企業立地を促進。

新千歳空港の冬期の安定運航に向けた取組（末端取付誘導路複線化、平行誘導路複線化）
北海道太平洋側港湾ＢＣＰ

に基づく図上訓練

北本連携設備の増強

北海道太平洋側港湾連携による
災害時の相互応援に関する協定締結

(平成28年11月「北海道太平洋側港湾ＢＣＰ」）


